
ビューティ＆ウェルネス専門職大学科学研究費補助金等競争的資金事務取扱規程 

 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 ビューティ＆ウェルネス専門職大学（以下「本学」という。）における科学研究費補助金、

学術研究助成基金助成金及び厚生労働科学研究費補助金(以下「競争的資金」という。)の事務

取扱いについては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和 30年法律第 179号)、

科学研究費補助金取扱規程(昭和 40 年文部省告示第 110 号)、科学研究費補助金取扱要領(昭和

51 年文部省学術国際局長裁定)及び厚生労働科学研究費補助金取扱規程(平成 10 年厚生省告示

第 130号)その他の法令等に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

（行動規範） 

第２条 国から交付される競争的資金は、研究者個人の発意で採択された研究課題であっても、

その原資は国民の税金であり、適正な執行を確保する必要があり、競争的資金は、研究機関た

る本学により適正に管理するものとする。 

２ 前項の定めによるほか、ビューティ＆ウェルネス専門職大学研究者等行動規範の定めるとこ

ろによる。 

 

（本学が行う競争的資金の責任体系） 

第３条 本学は、研究代表者及び研究分担者（以下「研究代表者等」という。）が交付を受ける競

争的資金の直接経費（補助事業の遂行に必要な経費及び研究成果のとりまとめに必要な経費）

及び間接経費（補助事業の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費）の経理に関する事務を

研究者に代わり行うものとする。 

２ 本学全体を統括し、競争的資金の運営・管理について最終責任を負う者として、学長を最高

管理責任者とする。 

３ 最高管理責任者を補佐し、競争的資金の運営・管理について大学全体を統括する実質的な責

任と権限を持つ者として、学部長を統括管理責任者とする。 

４ 本学の競争的資金の運営・管理について実質的な責任と権限を持つ者として、事務局長をコ

ンプライアンス推進責任者とする。最高管理責任者は、必要に応じコンプライアンス推進副責

任者を任命することができる。コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、

次の役割を担う。 

（１）不正防止を図るため、競争的資金の運営・管理に関わる全ての教職員に対し、コンプライ

アンス教育を実施し、受講状況を管理監督する。 

（２）自己の管理監督又は指導する部署において、教職員が適切に競争的資金の管理・執行を行

っているか等をモニタリングし、必要に応じ改善を指導する。 

５ 競争的資金に係る次の事務は、（１）から（３）は財務会計課、（４）から（６）は監査室が行

う。 

（１）競争的資金に係る諸手続（応募書類・交付申請書類等のとりまとめ・提出、交付決定通知

書・送金された補助金等の受理、実績報告書のとりまとめ・提出、自己評価報告・研究成果

報告書に係る手続） 

（２）経理事務・金銭出納に関する事務 

（３）競争的資金の使用に関するルール等についての相談の受付 



（４）不正防止計画の推進 

（５）機関内外から寄せられた通報（告発）の受付及び調査の実施 

（６）内部監査の実施 

 

 

第２章 競争的資金の管理 

 

（経理事務の基準） 

第４条 競争的資金の経理に関する事務の処理については、科学研究費補助金取扱規程等各省庁、

独立行政法人等が定める競争的資金に関する取扱い及び本規程によるものとし、これらに定め

がない場合は、学校法人ミスパリ学園経理規程、学校法人ミスパリ学園固定資産及び物品調達

規程、学校法人ミスパリ学園旅費等規程を準用する。 

 

（競争的資金の出納保管） 

第５条 競争的資金は、学長が指定する金融機関に預け入れるものとし、当該競争的資金の出納

保管は、財務会計課において行うものとする。 

 

（競争的資金の使用開始） 

第６条 新規の研究課題については内定通知受領後直ちに、また継続の研究課題については４月

１日から、それぞれ研究を開始し、必要な契約等を行う。なお、研究代表者等が、他の研究機

関に所属することとなる場合であって、直接経費に残額がある場合は、当該研究代表者等が新

たに所属することとなる研究機関に対してこれを送金するものとする。 

 

（直接経費の費目別の収支管理） 

第７条 直接経費の管理に当たっては、研究代表者等ごとに「補助金収支簿」を備え、競争的資

金の受払を記帳するものとする。なお、収支簿は文部科学省又は日本学術振興会等の定めによ

る費目（物品費、旅費、謝金等、その他）ごとに整理するものとする。 

 

（直接経費の立替） 

第８条 直接経費の交付を受ける前に当該研究の実施に係る研究経費を支出する必要があると認

められる場合には、本学の資金をもって当該研究経費の立替を行うことができるものとする。 

２ 前項による立替を希望する研究代表者等は、学長宛に理由を付した願出書を提出し決裁を受

けなければならない。 

３ 立替を行った研究経費は、直接経費の交付後、当該直接経費をもって速やかに精算するもの

とする。 

 

（研究者による発注） 

第９条 研究を円滑かつ効率的に遂行するため、購入価額が５万円未満の場合、研究代表者等が

直接発注することができるが、この場合、研究代表者等は、発注先の選定及び発注金額の適正

確保について、説明責任を有し、また、弁償責任等の会計上の責任が帰属するものとする。 

 

（検収） 

第１０条 設備備品、消耗品等の研究用物品を競争的資金で購入する場合、発注した当事者以外

の財務会計課職員等は、納品された研究用物品全てについて検収を行い、仕様書、注文書等に



したがい、品名、数量等を確認のうえ、納品書等に検収印を押印する。 

 

（直接経費の利子及び間接経費の譲渡） 

第１１条 研究代表者等は、交付を受けた直接経費に関して生じた利子を本学に譲渡するものと

する。 

２ 研究代表者等は、交付を受けた間接経費を、本学に譲渡するものとする。なお、研究代表者

等が他の研究機関に所属することとなる場合、又は補助事業を廃止することとなる場合であっ

て、直接経費に残額がある場合は、直接経費の 30％に相当する額の間接経費を当該研究代表者

等に返還するものとする。 

 

（間接経費の使途） 

第１２条 研究代表者等から譲渡された間接経費は、本学会計に繰り入れ、競争的資金事務を担

当する者に係る人件費に充当する。 

 

（設備備品等の寄付） 

第１３条 研究代表者等は、設備備品として購入した物品及び図書（直ちに寄付することにより

研究上の支障が生じる５万円未満の図書にあっては研究上の支障がなくなるとき）を、購入後

速やかに本学に寄付するものとする。なお、寄付を受け入れるに当たっては、競争的資金によ

る寄付であることを明らかにし、適切に管理する。 

２ 設備備品等の寄付を行った研究代表者等が、当該競争的資金による研究期間中に他の研究機

関に所属することとなる研究機関において当該設備等を使用することを希望する場合には、そ

の求めに応じて、当該設備等を当該研究代表者等に返還するものとする。 

 

 

第３章 適正な使用の確保 

 

（研修会等の実施） 

第１４条 コンプライアンス推進責任者は、競争的資金の不正な使用を防止するため、毎年度、

教職員を対象として研修会等を実施して、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」（平成１９年２月１５日文部科学大臣決定。令和３年２月１日改正）、「研

究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成２６年８月２６日文部科学大

臣決定）及び「科学研究費補助金に係る不正使用等防止のための措置について（通知）」（平成

１８年１１月２８日付け１８文科振第５５９号文部科学省研究振興局長通知）等の周知徹底を

図るものとする。 

 

（誓約文書の提出） 

第１５条 研究代表者等及びその他競争的資金の運営・管理に関わる教職員は、次項に掲げる内

容の誓約書を学長に提出しなければならない。 

（１）本規程及び第４条に掲げる各種規程を遵守すること 

（２）不正を行わないこと 

（３）本規程及び第４条に掲げる各種規程に違反して不正を行った場合は、本学又は文部科学省・

日本学術振興会等の配分機関（以下「配分機関」という。）の処分及び法的な責任を有するこ

と 

 



（取引業者との癒着防止） 

第１６条 コンプライアンス推進責任者は、研究代表者等と取引業者との癒着を防止するため、

研究代表者等と複数年に亘り各年１００万円以上取引している業者から、次項に掲げる内容の

誓約書の提出を求めるものとする。 

（１）本学が定める規程等を遵守し、不正に関与しないこと 

（２）内部監査、その他調査等において、取引帳簿の閲覧・提出等の要請に協力すること 

（３）不正が認められた場合は、取引停止を含むいかなる処分を講じられても異議がないこと 

（４）研究代表者等及びその他競争的資金の運営・管理に関わる教職員から、不正な行為の依頼

等があった場合には通報すること 

 

（執行状況の確認） 

第１７条 コンプライアンス推進責任者は、随時、競争的資金の執行状況を確認し、著しく執行

が遅れていると認められる場合は、研究代表者等に対し、当該理由を確認の上、必要に応じ改

善を指導するものとする。 

２ 執行の遅れが研究計画の遂行上問題があると判断された場合、コンプライアンス推進責任者

は、研究代表者等に、繰越制度の活用、配分機関等の返還を含めた改善等を遅滞なく示すもの

とする。 

 

（不正防止計画の策定） 

第１８条 競争的資金の適切な管理と不正行為を未然に防止するため、本学として不正防止計画

を策定し、必要の都度見直しを行う。 

 

（内部監査の実施） 

第１９条 競争的資金の執行後、競争的資金の使用状況や納品の状況等について、内部監査を実

施するものとする。 

２ 内部監査には、監査室のほか、競争的資金の経費の執行に関与しない職員を充てるものとす

る。 

 

 

第４章 不正使用に係る調査等の実施 

 

（不正使用に関する通報） 

第２０条 競争的資金の不正使用に関する通報が、機関内外から寄せられた場合、通報者の氏名、

所属、住所等及び研究者等の不正使用の内容が明示されたものを受け付けるものとする。なお、

匿名による通報があったときは、研究者等の不正使用の内容が明示され、かつ証拠書類等の添

付により相当の信憑性があると認められた場合、受け付けるものとする。 

２ 不正使用に関する通報の処理については、本事務処理規程によるもののほか、ビューティ＆

ウェルネス専門職大学公益通報者保護規程の定めによるものとする。 

 

（報告） 

第２１条 通報窓口に不正使用に関する通報があったときは、窓口担当者は統括管理責任者に、

統括管理責任者は最高管理責任者に、速やかにその旨を報告しなければならない。 

２ 最高管理責任者は、通報の受付から３０日以内に通報の内容の合理性を確認の上、調査の要

否を判断するものとする。 



３ 第１項及び第２項は、報道や会計検査院等の外部機関からの指摘による場合も同様の取り扱

いとする。 

 

（調査委員会の設置） 

第２２条 最高管理責任者は、前条第２項において、調査の実施を決定したときは、競争的資金

の不正使用に係る調査委員会（以下、「委員会」という。）を設置し、事実関係を調査させるも

のとする。 

２ 委員会は、次の各号に掲げる委員会をもって組織する。 

（１）学部長（統括管理責任者） 

（２）総務委員長 

（３）事務局長（コンプライアンス推進責任者） 

（４）監査室長 

（５）大学及び告発者・被告発者と直接の利害関係を有しない学外の公認会計士等 

（６）その他、最高管理責任者が必要と認めた者 

３ 委員会は、不正使用の有無、不正使用の内容、関与した者及び関与の程度、不正使用の相当

額等について調査する。 

 

（調査の実施） 

第２３条 最高管理責任者は、調査の実施に関し、調査方針・調査対象及び方法等について、配

分機関に報告、協議するものとする。 

２ 委員会は、調査対象とする研究者等（以下、「対象研究者等」という。）に対し、関係資料の提

出、事情聴取、その他調査に必要な事項を求めることができる。 

３ 対象研究者等は、委員会による調査に協力するものとし、虚偽の申告をしてはならない。 

 

（調査中における研究費の一時的執行停止） 

第２４条 最高管理責任者は、必要に応じて、対象研究者等に対し、調査対象制度の研究費の使

用停止を命ずることができる。 

 

（認 定） 

第２５条 委員会は、調査結果に基づき、不正使用の有無及び内容、関与した者及び関与の程度、

不正使用の相当額等について認定し、調査結果を最高管理責任者に報告しなければならない。 

 

（措 置） 

第２６条 最高管理責任者は、前条に基づく調査結果を対象研究者等に通知するとともに、配分

機関に、告発等の受付から２１０日以内に、調査結果、不正発生要因、不正に関与した者が関

わる他の競争的資金における管理・監査体制の状況、再発防止計画等を含む最終報告書を配分

機関に提出するものとする。なお、期限までに調査が完了しない場合であっても、中間報告を

提出するものとする。 

２ 最高管理責任者は、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速

やかに認定し、配分機関に報告するものとする。 

３ 前２項のほか配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状況報告及び中

間報告を当該機関に提出するものとする。また、配分機関が、研究者等及び当該研究事業に係

る資料の提出又は閲覧、現地調査を求めてきた場合、調査に支障があるなど正当な理由がない

限り、応じるものとする。 



４ 調査の結果、対象研究者等の不正使用が認定された場合は、就業規則の規定により、懲戒処

分を行うものとする。 

 

（調査結果の公表） 

第２７条 最高管理責任者は、調査の結果、不正を認定した場合、合理的理由のため不開示とす

る必要があると認めた場合を除き、速やかに調査結果を公表するものとする。この場合におい

て、公表する内容は、不正に関与した者の氏名・所属、不正の内容、本学が公表時までに行っ

た措置の内容、調査委員の氏名・所属、調査方法・手順を含むものとする。ただし、合理的理由

がある場合は、不正に関与した者の氏名・所属などの情報を不開示とすることができる。 

 

 

第５章 その他 

 

（不正な取引に関与した業者の取扱い） 

第２８条 競争的資金の使用に関し、不正な取引に関与した業者が確認された場合、以後、本学

は、同業者との取引を停止する。 

 

（生命倫理・安全対策の遵守） 

第２９条 ライフサイエンスに関する研究を実施するに当たり、生命倫理、安全対策及び動物保

護に関する関係法令、指針等を遵守し研究を進めるものとする。 

 

（関係書類の整理・保管） 

第３０条 事務局は、次の関係書類を整理し、交付を受けた年度終了後５年間保存しなければな

らない。 

（１）文部科学省や日本学術振興会等に提出した書類の写 

（２）文部科学省や日本学術振興会等から送付された書類 

（３）補助金の使用に関する書類 

ア．収支簿 

イ．預貯金通帳、送金記録等 

ウ．競争的資金の使用に関する証明書類（領収書、見積書、納品書、請求書、出張許可書、旅

費請求書等） 

 

附  則 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 


